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１．会社の概況 

 

①  商号、許可年月日等 

商号又は名称    クリエイトジャパン株式会社 

代 表 者 名    代表取締役社長 堀川 貢司 

所 在 地    東京都中央区銀座三丁目１４番１３号 

電 話 番 号    ０３－３５４３－８１８１(代） 

許可年月 日    平成２９年１月１日 

加入協会 名    日本商品先物取引協会 

           日本商品委託者保護基金 

 

会社の沿 革  

年 月 概     要 

平成 17年 8 月 東京都中央区銀座にＦＸクリエイト株式会社を資本金 7,000 万円で

設立 

平成 17年 12 月 金融先物取引業の登録 関東財務局(金商)第 66 号を受ける 

新日本商品株式会社より外国為替部門の分割を受け、ＦＸクリエイ

ト株式会社での営業を開始 

平成 18年 8 月 本社を東京都港区新橋に移転 

平成 18年 11 月 資本金を 2億円に増資 

平成 19年 12 月 第一種金融商品取引業の登録 関東財務局(金商)256 号を受ける 

平成 23年 5 月 資本金を 2億 800 万円に増資 

平成 23年 6 月 本社を東京都中央区銀座に移転 

平成 24年 3 月 資本金を 3億 300 万円に増資 

平成 24年 11 月 第二種金融商品取引業の追加登録を受ける 

平成 24年 12 月 東京金融取引所「くりっく３６５」の取次業務を開始 

平成 26年 3 月 店頭外国為替証拠金取引業務終了 

平成 28年 4 月 新日本商品株式会社を吸収合併し、クリエイトジャパン株式会社に

商号変更。商品先物取引業を開始 

平成 29年 1 月 商品先物取引業の許可を更新 
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② 事業の内容（平成 29年 3月 31 日現在） 

(1) 経営組織 

当社の経営組織は次の通りです。 
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(2) 事業の内容 

 (a) 商品先物取引業 

  イ．国内商品市場取引に係る業務 

当社は商品先物取引法第 190 条第 1 項に基づき、国内商品市場における取引の委託

の取次ぎを受けることのできる商品先物取引業者として、農林水産大臣及び経済産業

大臣より、「商品先物取引業」の許可を受けております。 

取次先：岡安商事株式会社（東京都中央区） 

なお、当社で取引できる商品は以下のとおりです。 

取引所名 当社における取扱商品 

㈱東京商品取引所 

貴金属（金、銀、白金、パラジウム、金ミニ、白金ミ

ニ、金限日、白金限日）、石油（ガソリン、灯油、原油、

軽油）、ゴム、農産物・砂糖（とうもろこし、小豆、一

般大豆、粗糖） 
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  ロ．外国商品市場取引に係る業務 

該当事項はありません。 

 

  ハ．店頭商品デリバティブ取引に係る業務 

該当事項はありません。 

 

  ニ．国内商品市場における取引を行う業務 

自己の計算において国内商品市場における取引を行う業務であります。自己売買業

務は上記イに掲げた取引所において行っております。 

 

 (b)  兼業業務 

金融商品取引法に基づき登録を受けた金融商品取引業者であり、取引所為替証拠金

取引「くりっく 365」の委託の取次ぎを行っております。（登録番号：関東財務局長（金

商）第 256 号） 

取次先：岡安商事株式会社（東京都中央区） 

 

③ 営業所、事務所の状況 

名称 所 在 地 電話番号 

本 店 東京都中央区銀座三丁目１４番１３号 03–3543-8181 

 

 

④ 財務の概要 

決算年月 平成 29年 3月期 

(a) 資本金  303,000 千円 

(b) 営業収益  754,302 千円 

(c) 受取手数料    754,341 千円 

(d) トレーディング損益     △39 千円 

(e) 経常損益    △42,884 千円 

(f) 当期純損益  △63,909 千円 

(g) 純資産額規制比率  246.2 ％ 

 

 

⑤ 発行済株式総数 

  発行済株式総数   １０,６８４,９６０株 （平成 29年 3月 31 日現在） 

  （注）当社の株式は非上場です。 
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役 員 

⑥ 上位 10位までの株主の氏名等 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 役員の状況 

役職名 氏名 
代表権 
の有無 

常勤・非常勤 
の別 

代表取締役相談役 島津 嘉弘 有 常勤 
代表取締役会長 中村鉄太郎 有 常勤 
代表取締役社長 堀川 貢司 有 常勤 
取締役副会長 日野 裕治 無 常勤 
常務取締役 二ノ宮邦雄 無 常勤 
常務取締役 井尾 義夫 無 常勤 
取締役 宮田 嗣矢 無 常勤 
監査役 野村 嘉久 無 常勤 

 

 

⑧ 役員及び使用人の数 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

那須 睦子 1,539,500 株  20.67％ 

島津 嘉弘 1,131,100 株  15.19％ 

大山 和美 694,080 株  9.32％ 

河内源八郎 652,960 株  8.77％ 

平川 政人 508,900 株  6.83％ 

上野 修子 414,000 株  5.56％ 

中村鉄太郎 359,600 株  4.83％ 

野村 嘉久 334,740 株  4.49％ 

日野 裕治 332,600 株  4.46％ 

堀川 貢司 222,740 株  2.99％ 

合計 10名 6,190,200 株  83.14％ 

 
  

使用人 合計 
 うち非常勤 

総 数 8 名  0 名  59 名  67 名  

（うち外務員数） （ 2 名） （ 0 名） （ 43 名） （ 45 名） 
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２．営業の状況 

① 営業の経過及び成果 

当社は平成 28 年 4月 1 日付で親会社の新日本商品株式会社を吸収合併し、新日本商品株式会

社の商品先物取引部門をそのまま承継いたしました。 

当期における商品市場は、6 月の英国の国民投票でのＥＵ離脱派の勝利や、11 月の米国大統

領選挙での共和党のドナルド・トランプ氏勝利によって大きく変動する場面も見られましたが、

それ以外においては全体的にボラティリティーに欠ける場面が続きました。 

このような状況のなか、当社における商品先物取引の年間の総売買高は 147,309 枚、受取手

数料は 461,319 千円となっております。前年度、合併前の新日本商品株式会社の数字と比較す

ると、総売買高においては金の限日取引で売買枚数が増加し、全体で32.2％増となったものの、

他銘柄の売買枚数が伸び悩んだ結果、商品先物取引に係る全体の受取手数料においては 17.4％

減となりました。 

 

(1) 受取手数料部門 

 (a) 国内商品市場取引 

461,319 千円（売買高 147,013 枚） 

(b) 外国商品市場取引 

    該当事項はありません 

(c) 店頭商品デリバティブ取引 

    該当事項はありません 

 

(2) トレーディング部門 

 (a) 国内商品市場取引 

    △39千円（売買高 296 枚） 

(b) 外国商品市場取引 

    該当事項はありません 

(c) 店頭商品デリバティブ取引 

    該当事項はありません 

 

(3) 外国為替証拠金取引部門 

  受取手数料  293,022千円 

売買高     199,113 枚 
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② 取引開始基準 

個人顧客に関する取引開始基準（商品先物取引） 
 

クリエイトジャパン株式会社 
 
当社では次に掲げるお申し込みに必要な条件を満たすお客様に限り、お取引口座開設のお申し込

みを受け付けております。当社において口座開設審査を行い、審査結果によっては口座開設のご

希望に添いかねることもありますのであらかじめご了承下さい。 
尚、当社における審査の結果、お客様のお取引口座開設を承諾しなかった場合、その審査及び理

由について、いかなる場合においても開示しないものとします。 
 
１． 商品先物取引のリスクや仕組みについて十分な理解があること。 
 
２． 以下の事項に該当しないこと。該当する場合はお取引ができません。 

・ 未成年、成年被後見人、被保佐人、被補助人、精神障害者、知的障害者及び認知障害の

認められる者 
・ 生活保護法による保護を受けている世帯に属する者 
・ 破産者で復権を得ない者 
・ 商品デリバティブ取引を借入れにより行おうとする者 
・ 損失が生ずるおそれがある取引を望まない者 
・ 過去に恣意的に紛争を惹起した者、その他商品先物市場の秩序を乱す恐れのある者 
・ 反社会的勢力に属する者や関与している者 
・ 犯罪収益移転防止法におけるハイリスク取引に該当する者 

 
３． 以下に該当する場合は原則、お取引ができませんが、社内手続きにおいて審査した上でお取

引をすることができます。 
・ 給与所得等の定期的所得以外の所得である年金、恩給、退職金、保険金等の収入が過半

を占め、これにより生計を維持する者 
・ 年収５００万円以上有しない者 
・ ７５歳以上の高齢者 
・ デリバティブ取引の経験がない者 
・ 銀行、農業共同組合、漁業共同組合、信用組合、信用金庫などの金融機関で直接、間接

に金銭、有価証券等の取扱いに関わる者 
・ 証券会社、保険会社、消費者金融、信販会社、クレジットカード会社、ファイナンス会

社などのノンバンクで直接、間接に金銭、有価証券等の取扱いに関わる者 
・ 国、地方公共団体その他公益機関で直接、間接に金銭、有価証券等の取扱いに関わる者 
・ 民間企業等の経理、財務担当者で直接、間接に金銭、有価証券等の取扱いに関わる者 

以上 
附則 

本規則は、取締役会の決議にて改廃する。 

平成２８年４月 1 日より実施 
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③ 顧客数 

   顧客数  ３８０名 （平成 29年 3月 31 日現在） 



- 8 -  

３．経理の状況 

① 貸借対照表 

　　   貸借対照表

　　　（単位：千円）

資　産　の 部 負　債　の 部

科目 金額 科目 金額

流 動 資 産 2,636,319 流 動 負 債 2,114,646

現 金 及 び 預 金 503,211 預 り 証 拠 金 1,986,967

預 託 金 17,500 未 払 金 ・ 未 払 費 用 23,485

金 銭 の 信 託 21,000 未 払 法 人 税 等 4,995

差 入 保 証 金 1,252,117 未 払 消 費 税 等 3,887

委 託 者 先 物 取 引 差 金 158,716 賞 与 引 当 金 8,150

未 収 入 金 7,613 訴 訟 損 失 引 当 金 20,000

短 期 貸 付 金 4,017 そ の 他 67,159

そ の 他 672,142

固 定 負 債 85,219

退 職 給 付 引 当 金 85,219

特 別 法 上 の 準 備 金 20,755

固 定 資 産 121,030 商 品 取 引 責 任 準 備 金 20,300

有 形 固 定 資 産 28,447 金融商品取引責任準備金 455

建 物 15,057

器 具 及 び 備 品 9,908 負 債 合 計 2,220,621

土 地 3,481

株 主 資 本 536,729

資 本 金 303,000

無 形 固 定 資 産 5,013 資 本 剰 余 金 436,182

ソ フ ト ウ ェ ア 5,013 資本準備金 100,000

その他資本剰余金 336,182

利 益 剰 余 金 △ 40,309

利益準備金 23,600

投 資 そ の 他 の 資 産 87,569 その他利益剰余金 △ 63,909

投 資 有 価 証 券 10,921 繰越利益剰余金 △ 63,909

長 期 未 収 債 権 56,255

長 期 差 入 保 証 金 64,519

長 期 貸 付 金 4,477 自 己 株 式 △ 162,143

そ の 他 7,650

貸 倒 引 当 金 △ 56,255

純 資 産 合 計 536,729

資 産 合 計 2,757,350 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,757,350

（注）　記載金額については、千円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　　平成29年3月31日現在

　　　　　　　　　　　純　資　産　の　部
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② 損益計算書 

　　　　　　　　　     　    　　　平成28年4月1日から平成29年3月31日まで
　　　　　　　　　　　（単位：千円）

科　　　　　　目 　　　       　　金　　　　　　　　額

営 業 収 益 754,302

受 取 手 数 料 収 入 754,341

売 買 損 益 △ 39

営 業 費 用 787,209

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 787,209

営 業 損 失 32,906

営 業 外 収 益 1,207

受 取 利 息 及 び 配 当 金 138

そ の 他 1,068

営 業 外 費 用 11,184

そ の 他 11,184

経 常 損 失 42,884

特 別 損 失 20,178

訴 訟 損 失 引 当 金 繰 入 額 20,000

金融商品取引責任準備金繰入額 178

税 引 前 当 期 純 損 失 63,062

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 846

当 期 純 損 失 63,909

    損益計算書

（注）　記載金額については、千円未満を切り捨てて表示しております。
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③ 株主資本等変動計算書 

 

 

（単位：千円）

資本金 資本 その他 資本 利益 その他利益 利益 自己 株主資本 純資産

準備金 資本 剰余金 準備金 剰余金 剰余金 株式 合計 合計

剰余金 合計 繰越利益 合計

剰余金

当期首残高 303,000 100,000 - 100,000 23,600 △ 202,713 △ 179,113 - 223,886 223,886

当期変動額

合併による受入 553,785 553,785 △ 162,143 391,641 391,641

欠損金の填補（注1） △ 202,713 △ 202,713 202,713 202,713 - -

剰余金の配当（注1） △ 14,889 △ 14,889 △ 14,889 △ 14,889

当期純損失 △ 63,909 △ 63,909 △ 63,909 △ 63,909

当期変動額合計 - - 336,182 336,182 - 138,804 138,804 △ 162,143 312,842 312,842

当期末残高 303,000 100,000 336,182 436,182 23,600 △ 63,909 △ 40,309 △ 162,143 536,729 536,729

（注2）　記載金額については、千円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　　 　　　　　　　　　　　　　株主資本等変動計算書
　　　　　　　　　　　　　　         　　　　　　　　　　自　　平成２８年　　４月　　１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　　　　　至　　平成２９年　　３月　３１日　　

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

クリエイトジャパン株式会社

（注1）　平成28年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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④ 個別注記表 

 

計算書類作成の基本となる重要な事項の注記 

１．会計処理基準に関する事項 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のないもの・・・移動平均法による原価法 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・・定率法 

ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）及び平成 28年 4月 1日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法によっております。 

なお取得価格が 10 万円以上 20 万円未満の減価償却資産につい

ては 3年間で均等償却しております。 

無形固定資産・・・定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（5年）に基づいております。 

⑶ 引当金の計上基準 

(a) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込

額を計上しております。 

(b) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。 

(c) 商品取引責任準備金 

商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引法第 221 条の規定に基

づき、同施行規則に定める額を計上しております。 

(d) 金融商品取引責任準備金 

金融商品取引事故による損失に備えるため、金融商品取引法 46条の 5の規定に

基づき計上しております。 

(e) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるための引当で、当期に負担すべき支給見込額を計上

しております。 
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(f) 訴訟損失引当金 

現在係争中の損害賠償訴訟について、将来発生する可能性のある損失に備える

ため、その経過等の状況に基づく損失見込額を計上しております。 

⑷ 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

２．会計方針の変更 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年 6 月 17 日）を当事業年度に適用し、

平成28年 4月 1日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法

から定額法に変更しております。 

なお、これによる計算書類に与える影響はありません。 

 

３．追加情報 

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平

成 28年 3 月 28 日）を当事業年度から適用しております。 

 

 

 

貸借対照表に関する注記 

１．担保資産 

担保に供している資産 

預託金  17,500 千円 

投資有価証券 9,921 千円 

上記に対応する債務 

該当事項はありません。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額  

67,151 千円 

 

３．取締役に対する金銭債権 

短期金銭債権 3,519 千円 

長期金銭債権 3,000 千円 
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株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

１．当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 10,684,960 株 

２．当事業年度の末日における自己株式の数 普通株式   3,240,000 株 

３．当事業年度中に行った剰余金の分配に関する事項  

平成 28 年 6月 17 日の第 11 期定時株主総会において、次のとおり決議しました。 

１）配当金の総額 14,889,920 円 

２）配当の原資 資本剰余金 

３）１株当たり配当額 2.0 円 

４）基準日 平成 28 年 4月 1 日 

５）効力発生日 平成 28 年 6月 17 日 

 

 

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金、退職給付引当金の否認額等であ

りますが、全額評価性引当額としているため、繰延税金資産の計上は行っておりません。 

 

 
 

金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項  

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、

銀行借入による方針です。  

委託者に係る差入保証金・委託者先物取引差金・預り証拠金については、相場変動リ

スクに晒されております。当該リスクに関しては、当社の社内管理規則に沿って委託者

ごとに日々把握する体制としております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 29 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次の通りであります。                     （単位：千円） 

 貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額 

(1) 現金及び預金 503,211  503,211  － 

(2) 差入保証金 1,252,117  1,252,117  － 

(3) 委託者先物取引差金 158,716  158,716  － 

(4) 預り証拠金 (1,986,967) (1,986,967) － 

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

(1)現金及び預金、(2)差入保証金、(3)委託者先物取引差金、(4)預り証拠金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 72 円 9 銭 

１株当たり当期純損失額 8円 58 銭 

（注）1株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

当期純損失 63,909 千円 

普通株主に帰属しない金額 － 千円 

普通株式に係る当期純損失 63,909 千円 

普通株式期中平均株数 7,444,960 株 

 

 

重要な後発事象に関する注記 

当社の委託者、株式会社エクチャーその他 1 名との係争中の商品先物取引における損害

賠償請求訴訟に対する判決が、平成 29 年 5 月 10 日に東京地方裁判所より言い渡されまし

た。両者に対して合計 61,188 千円及び平成 25年 10 月 2 日から支払済までの年 5％の金員

を支払う判決でありました。当社としては、当該判決には事実誤認等があり、到底承服で

きるものではなく、控訴手続を行いました。控訴審において当該判決の是正を求める方針

であります。 
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企業結合に関する注記 

当社と親会社との合併 

平成 28年 2月 18 日開催の臨時株主総会にて、平成 28年 4 月 1日付で親会社の新日本商品

株式会社を吸収合併し、存続会社となる決議をいたしました。 

 

１． 結合当事企業の名称およびその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合

後企業の名称ならびに取引の目的を含む取引の概要 

⑴ 結合当時企業名称およびその事業の内容 

結合当事企業の名称  新日本商品株式会社 

事業内容  商品先物取引業 

⑵ 企業結合日  平成 28年 4月 1日 

⑶ 企業結合の法的形式 

当社を存続会社、新日本商品株式会社（当社の親会社）を消滅会社とする吸収合併 

⑷ 合併後の企業の名称 

クリエイトジャパン株式会社 

⑸ 取引の目的を含む取引の概要 

経営の効率化を目指して吸収合併いたしました。 

 

２． 実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年 9 月 13 日公表分）

および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第 10号 平成 25年 9月 13 日公表分）に基づき、共通支配下の取引として処理し

ております。 
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⑤ 監査に関する事項 

このディスクロージャー資料のうち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、

個別注記表については、会社法に基づき会計監査人の監査を受けております。 

 
以 上 


